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                                          会長 床 西  悟（印略） 

 

 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令等 

及び高圧ガス保安法施行令の一部の改正について（お知らせ） 

  

 

 平素から、当協会の事業に格別のご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

  さて、このことについて、全国ＬＰガス協会から別添のとおり通知がありま

したのでお知らせします。 

なお、山口県内には指定都市はなく、今回の改正について直接の該当はあり

ません。 

一般社団法人山口県ＬＰガス協会事務局 
TEL.083-925-6361/FAX.083-923-8366 

e-mail：yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 



全Ｌ協保安・業務Ｇ４第１７９号 

令和５年１月２５日 

 

正  会  員  各 位  

（一社）全国ＬＰガス協会 

 

 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令等 

及び高圧ガス保安法施行令の一部の改正について   （お知らせ） 

 

 

標記につきましては、令和４年１１月３０日付け全Ｌ協保安・業務Ｇ４第１４２号に

おいて、経産省より意見募集されたことについてお知らせしたところです。 

この度、この意見募集を踏まえ、政令が令和５年１月１８日及び省令が同年１月２３

日付官報に公布され、同年４月１日施行となりますのでお知らせいたします。 

つきましては、都道府県協会におかれましては会員に対し、また直接会員におかれま

しては営業所等に対し、ご周知くださいますようよろしくお願いいたします。 

 

改正概要 

液石法施行令においては、指定都市の長に係る報告の徴収及び関係行政機関への通

報等、経済産業大臣の権限に属する事務の一部を指定都市においては指定都市の長が

行うこと等が規定されました。 
高圧法施行令においては、高圧ガス保安法の適用を受ける液石法に規定する設備・

施設に関する事務について、都道府県知事が行うという規定を削除し、指定都市にお

いては指定都市の長が行うことが規定されました。 

 
（１）液化石油ガス販売事業関係について（液石法施行規則第２章関係） 

一の指定都市の区域内にのみ販売所を設置して液化石油ガス販売事業を行う

者に関する都道府県知事の事務・権限を指定都市の長へ移譲する。 

（２）保安機関関係について（液石法施行規則第３章関係） 

一の指定都市の区域内に設置される販売所に係る保安業務のみを行う保安機

関に関する都道府県知事の事務・権限を指定都市の長に移譲する。 

（３）液化石油ガス販売事業者の認定関係について（液石法施行規則第４章関係） 

液化石油ガス販売事業者は、その登録をした所管行政庁の認定を受け、特例を

受けることができる。一部の液化石油ガス販売事業の登録及びその登録を受け

た液化石油ガス販売事業の認定は、指定都市の長が行うこととする。 

（４）貯蔵施設等及び充てんのための設備関係について（液石法施行規則第５章関係）  

指定都市の区域内に所在する貯蔵施設若しくは特定供給設備又は充てんのた

めの設備に関する都道府県知事の事務・権限を指定都市の長に移譲する。 



（５）液化石油ガス設備工事関係について（液石法施行規則第６章関係） 

指定都市の区域内に所在する施設等に関する液化石油ガス設備工事及び指定

都市の区域内に所在する特定液化石油ガス設備工事事業者に関する都道府県

知事の事務・権限を指定都市の長に移譲する。 

 

 参考 

地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=331CO0000000254 

大阪市 名古屋市 京都市 横浜市 神戸市 北九州市 札幌市 川崎市  

福岡市 広島市 仙台市 千葉市 さいたま市 静岡市 堺市 新潟市  

浜松市 岡山市 相模原市 熊本市 

 

【経済産業省ホームページの政令掲載ＵＲＬ】 

https://www.meti.go.jp/press/2022/01/20230113003/20230113003.html 

 

【経済産業省ホームページの省令掲載ＵＲＬ】 

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2023/01/20230123-01.html 

 

【意見募集結果の掲載ＵＲＬ】 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=595122091&Mode=1 

 

以 上 

発信手段：Ｅメール 

担当：保安・業務グループ 瀬谷、橋本 




















